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米国の関税措置に関する日米協議：日米間の合意(米国時間7/22)(概要)

（米国の関税措置の見直し）
 相互関税 追加関税25％（8月1日以降） →15％（含：MFN税率）（注）

（注）MFN関税率が15％以上の品目には追加関税は課されず、15％未満の品目については15％となる。

 自動車・自動車部品関税 追加関税25％  →15％（含：MFN税率）（注）
（注）自動車の場合、MFN税率は2.5%。自動車の追加関税は半減。

 半導体・医薬品関税  仮に分野別関税が課される場合も日本を他国に劣後する形で扱わない

（経済安全保障面での協力）
 日米は、日本企業による米国への投資を通じて、経済安全保障上重要な9つの分野等（注）について、
日米がともに利益を得られる強靱なサプライチェーンを米国内に構築していくため、緊密に連携。

（注）半導体、医薬品、鉄鋼、造船、重要鉱物、航空、エネルギー、自動車、AI／量子等

 日本は、その実現に向け、政府系金融機関が最大5500億ドル規模の出資・融資・融資保証を提供するこ
とを可能にする。出資の際における日米の利益の配分の割合は、双方が負担する貢献やリスクの度合いを踏
まえ、１：９とする。

（貿易の拡大）
 日本は、以下の事項に関連する対応をとる(農産品を含め、日本側の関税引下げは含まれていない)。

➢バイオエタノール、大豆、トウモロコシ及び肥料等を含む米国農産品、及び半導体、航空機等の米国製品の購入の拡大。

➢ＭＡ米制度の枠内で、日本国内のコメの需給状況等も勘案しつつ、必要なコメの調達を確保。
➢ LNG等米国産エネルギーの安定的及び長期的な購入。アラスカLNGプロジェクトに関する検討。

（非関税措置の見直し）
 日本は、日本の交通環境においても安全な、米国メーカー製の乗用車を、追加試験なく輸入可能とする。
 日本は、クリーンエネルギー自動車（CEV）導入促進補助金の運用に関して適切な見直しを行う。

米国の関税措置に関する総合対策本部（第６回）資料１より引用
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国・地域 関税率

アフガニスタン +15％

アルジェリア ＋30％

アンゴラ ＋15％

バングラデシュ ＋20％

ボリビア ＋15％

ボスニアヘルツェゴビナ ＋30％

ボツワナ ＋15％

ブラジル ＋10％

ブルネイ ＋25％

カンボジア ＋19％

カメルーン ＋15％

チャド ＋15％

コスタリカ ＋15％

コートジボワール ＋15％

コンゴ民主共和国 ＋15%

エクアドル ＋15%

赤道ギニア ＋15%

EU（一般税率>15%) ＋0%

EU（一般税率<15%) ＋15%ー(一般税率)

フォークランド諸島 ＋10%

フィジー ＋15%

ガーナ ＋15%

ガイアナ ＋15%

国・地域 関税率

アイスランド ＋15％

インド ＋25％

インドネシア ＋19％

イラク ＋35％

イスラエル ＋15％

日本 ＋15％

ヨルダン ＋15％

カザフスタン ＋25％

ラオス ＋40％

レソト ＋15％

リビア ＋30％

リヒテンシュタイン ＋15％

マダガスカル ＋15％

マラウイ ＋15％

マレーシア ＋19%

モーリシャス ＋15%

モルドバ ＋25%

モザンビーク ＋15%

ミャンマー(ビルマ) ＋40%

ナミビア ＋15%

ナウル ＋15%

ニュージーランド ＋15%

ニカラグア ＋18%

国・地域 関税率

ナイジェリア ＋15％
北マケドニア ＋15％
ノルウェー ＋15％
パキスタン ＋19％

パプアニューギニア ＋15％
フィリピン ＋19％
セルビア ＋35％
南アフリカ ＋30％
韓国 ＋15％

スリランカ ＋20％
スイス ＋39％
シリア ＋41％
台湾 ＋20％
タイ ＋36％

トリニダード・トバゴ ＋15%
チュニジア ＋25%
トルコ ＋15%
ウガンダ ＋15%
英国 ＋10%
バヌアツ ＋15%
ベネズエラ ＋15%
ベトナム ＋20%
ザンビア ＋15%
ジンバブエ ＋15%

相互関税率の改定（8月7日～）※7月31日公表の大統領令から作成
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全産業 貿易統計（地域別輸出）

地域別輸出額

⚫ 2025年6月の貿易統計によると、日本からの米国向け輸出額は前年同月比▲11.4％。

⚫全世界向け輸出額も前年同月比▲0.5%と減少。

（前年同月比,％）

3.6%
4.9%

▲0.5%

▲4.7%

▲11.4%

（月）

（年）

（資料）財務省「貿易統計速報」2025年7月17日公表
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鉄鋼
建設用・鉱山用機械
その他
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⚫ 2025年6月における日本からの米国向け輸出額が減少（前年同月比▲11.4%）。

⚫品目別にみると自動車の輸出額減少の影響が最も大きい。

全産業 貿易統計（対米国輸出）

米国向け輸出額の品目別寄与度

（月）

（年）

（資料）財務省「貿易統計速報」2025年7月17日公表
※1 寄与度は、全体の輸出額増減率に対してある特定の品目がどれだけ影響したかを定量化した値。
※2 「その他」は自動車、鉄鋼、建設用・鉱山用機械以外の品目を合算したもの。
※3 端数処理の影響で、寄与度の合計は必ずしも全体の輸出額増減率と一致しない。

寄与度※1: %pt

建設用・鉱山用機械 ▲0.8%pt
鉄鋼                    ▲0.5%pt   

自動車                 ▲7.9%pt

その他※2              ▲2.3%pt

輸出総額前年同月比 ▲11.4%
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+3.4%

▲26.7%

（資料）財務省「貿易統計速報」2025年7月17日公表

（前年同月比,％）

産業別の状況 ①自動車 対米国輸出

⚫ 2025年6月の日本からの米国向け輸出台数は､12.4万台（前年同月比+3.4％）。

⚫輸出額は､4,194億円（前年同月比▲26.7％）。

（月）

（年）
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米国市場における自動車販売台数

（資料）Marklines、Motor Intelligenceより作成

※季節調整：原数値から、季節変動（営業日等を起因として発生）を取り除いた数値
注：25年7月の値のみCar/Truckの内訳なし

⚫ 2025年7月の米国市場の年間販売台数（季節調整※済み年率換算値）は1,687万台

（前月比+7.6%）。
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（資料）財務省「貿易統計速報」2025年7月17日公表

産業別の状況 ②鉄鋼・建設機械等 対米国輸出

⚫2025年6月の鉄鋼輸出額は218億円（前年同月比▲28.5％）。

⚫2025年6月の建設用機械・鉱山用機械の輸出額は、775億円（前年同月比▲16.1%） 。

ただし、建設機械は受注から納品までのリードタイムが長い製品もあるため、影響について

は引き続き注視が必要。

建設用・鉱山用機械（2025年6月）

（月）

（年）

（月）

（年）

（輸出金額,億円）

輸出金額

（前年同月比,%）

対前年同月比

対前年同月比

輸出金額

（輸出金額,億円） （前年同月比,%）

▲28.5%

218億円 775億円

▲16.1%
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米国関税の国内への影響（相談窓口への問合せ等）（8月4日集計時点）

⚫全国約1,000カ所に設置した相談窓口では、計5,152件の問い合わせを受付。

 （7月23日集計時点では4,650件）

⚫相談内容は、依然として関税措置の詳細に関する問合せが中心。足元では資金繰り
に関する相談も若干増加（計1,892件）しているが、融資・保証承諾に至ったのは
約3割（617件）。

＜相談件数（内容別）の推移＞（件数）

資金繰り

※関税内容の相談件数＝JETROでの相談件数
※資金繰りの相談件数＝日本政策金融公庫、商工中金、信用保証協会での相談件数

関税内容

資金繰り

その他

➢ 米国関税の影響により主要取引先から減
産の通達があり、今後の売上減少を見込
んでいることから手元資金確保が必要。
（関東・自動車部品製造業）

➢ 米国の仕入れ先が中国から材料を購入し
ており、仕入値が上昇していることから
手元資金確保が必要。（近畿・自動車部
品製造業）

➢ 自動車部品への追加関税について、一部
を自社で負担。（近畿・自動車部品製造
業）

➢ 直接の影響はないが、米国・国際経済の
悪化により、自社業績が悪化する可能性。
（多数）

＜日本政策金融公庫や信用保証協会等において

資金繰り相談の中で得られた事業者の声＞

10

関税内容
52.3%

8月4日集計時点
（相談件数5,152）

その他
11.4％

資金繰り
36.2％

7月23日集計時点
（相談件数4,650）

関税内容
53.3%

資金繰り
35.9%

その他
10.8%
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ものづくり補助金、新事業進出補助金



(株) MMCフードサービス（倉庫物流業・食品製造）

【設備】
製氷機・製氷機用冷凍機・貯氷庫

【背景・課題】
需要が増加している北海道産ブロッコ
リーの販路拡大のためには品質保持の
課題により中部以西への物流がネック。

【効果】
一貫コールドチェーンが実現し、国内販売エリアの拡大実現。
作業時間75%削減、作業人員半減を実現。
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制度概要・公募期間 活用事例

ものづくり補助金

⚫ 中小企業の新製品・新サービスの開発や海外需要開拓に必要な設備投資等を支援し

ます。

製品・サービス高付加価値化枠 グローバル枠

対象事業
生産性向上に資する革新的な新製
品・新サービス開発のための設備投
資など

海外事業を実施し、国内の生産性
を高める取り組み

対象者
国内市場向けに事業展開を行う中小
企業・小規模事業者

海外展開を目指す中小企業・小規
模事業者

補助上限額
750万～2,500万円
※賃上げを行う場合には引上げあり

3,000万円
※賃上げを行う場合には
引上げあり

補助率
中小企業：1／2
小規模事業者：2／3

中小企業：1／2
小規模事業者：2／3

対象経費
設備投資費、システム構築費、
試作開発費、外注費など

設備投資費、システム構築費、試
作開発費、外注費など
※海外市場開拓事業は、海外旅費、
通訳・翻訳費等が追加

公募期間 2025年7月25日（金）～同年10月24日（金）17時

(株)岡田建具製作所（木製建具家具製造）

【設備】
最新鋭の切断機（ランニングソー）

【背景・課題】
板材の切断機の老朽化により、生産性
の低下や故障リスク、木くずの処分
コスト増加などが発生。

【効果】
年間で従業員１名分約５ヶ月相当の人的リソースの効率化が
実現したほか、リソースを活用して新商品開発や産業廃棄物
の排出量抑制も実現。

（出典）北海道中小企業団体中央会「ものづくり補助金成果事例集」より抜粋し、
当局が加工。
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新事業進出補助金
⚫ 既存事業と異なる新市場・高付加価値事業への進出等に意欲を有する中小企業の挑

戦を支援します。

内容

対象者 企業の成長・拡大に向けた新規事業への挑戦を行う中小企業

補助上限額
2,500万～7,000万円
※賃上げを行う場合には引上げあり

補助率 1／2

補助対象経費
機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入費、知的財産権
等関連経費、外注費、専門家経費、クラウドサービス利用費、広告宣
伝・販売促進費

公募期間 第２回公募予定（時期未定）

制度概要・公募期間 イメージ
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経済産業省 その他の支援ラインナップ
⚫ 経済産業省では、中堅・中小企業等を対象に、設備投資や省エネ、DX等の取組にご活用いただ
ける様々な補助金や税制をご用意しております。

⚫ 北海道経産局では「支援メニューガイドブック」を作成し、これらのメニューをまとめ、HPで随時更新し
ています。

● 支援メニューガイドブック

北海道経産局HPにて随時更新中！以下QRからも閲覧いただけ
ます

● インデックスページ

INDEXページでは、ご関心のあるトピック別に検索できます

14
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（参考）支援メニューガイドブックの見方
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GビズID申請先

（参考）GビズIDについて

⚫ 経済産業省の補助事業は電子申請が多く、その際は「GビズIDプライム」のアカウントが必要です。

⚫ アカウント作成・取得には時間を要することもあるため、早めの取得を推奨しております。

（無料で作成いただけます）

すべての事業者を対象とした共通認証システムです。アカウントを作成すると、一つのID・パスワードで、複数の行政サービス にログインでき、
補助金申請、社会保険手続、各種認可申請など業務上の電子届出や申請に使用できます。

GビズIDとは



17https://www.meti.go.jp/main/zeisei/index.html

経済産業税制総合Webページ
⚫ 令和６年４月、経済産業省ホームページに経済産業税制総合Webページが開設されています。

https://www.meti.go.jp/main/zeisei/index.html


米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/tariff_measures/index.html
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米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ
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道内の特別相談窓口

⚫ 道内には、計８４カ所の特別相談窓口が設置されています。（連絡先は別添リスト参照）

⚫ ご相談内容に合わせ、各種ご相談窓口をご活用ください。

お悩み・相談内容 ご相談窓口

米国関税の全般的な相談 経済産業省 北海道経済産業局

米国関税に係る農林水産物・食
品輸出の相談

北海道農政事務所

関税措置の詳細に関する相談
(適用税率・輸出手続き等）

ジェトロ北海道

資金繰り
日本政策金融公庫道内支店、商工中金道内支店、北海道信用
保証協会、北海道・各振興局

経営相談
道内商工会議所、北海道商工会連合会、北海道中小企業団体
中央会、北海道よろず支援拠点、中小機構北海道本部、
北海道・各振興局
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道内の特別相談窓口 一覧



米国関税に係る状況や道内の影響を取りまとめたレポー
ト等についてもご確認いただけます。

22

米国関税のお困り事、ご懸念等は相談窓口まで

⚫ 経済産業省 北海道経済産業局では、米国関税に関する様々な相談を受け付ける特別相談窓
口を設置しています。具体的なお困り事のほか、米国関税のご懸念等、ございましたら、お声をお寄
せください。

⚫ また、米国の関税措置に関する情報および支援策等をまとめたポータルサイトも作成しています。

経済産業省北海道経済産業局 国際課

● 受付時間：9:00～12:00、13:00～17:00
 月曜日～金曜日（祝祭日、年末年始を除く）

● TEL：011-709-2311（内線2605）
  011-709-1752（直通）

● FAX：011-709-1798

● E-mail：bzl-hokkaido-kokusai@meti.go.jp

● 札幌市北区北8条西2丁目 札幌第1合同庁舎5階

米国関税の特別相談窓口 米国の関税措置に関する情報および支援策等
のポータルサイト（北海道経済産業局）

https://www.hkd.meti.go.jp/information/tariff/index.htm

mailto:bzl-hokkaido-kokusai@meti.go.jp
https://www.hkd.meti.go.jp/information/tariff/index.htm
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アンケートにご回答ください

本日はご参加いただき誠にありがとうございました。

以下URLまたはQRコードより参加者アンケートにご協力ください。

今後の説明会開催や運営改善の参考にさせていただきます。

●アンケート回答URL ●QRコード

https://mm-enquete-
cnt.meti.go.jp/form/pub/hokkaido02/202508_jpuskanz
eianq

※アンケート回答〆切：説明会１週間後の17:00まで

https://mm-enquete-cnt.meti.go.jp/form/pub/hokkaido02/202508_jpuskanzeianq

